
高齢者向けの住宅や施設5
■ 老人ホームなどの施設

有料老人
ホーム

生活支援
ハウス

養護老人
ホーム

軽費老人
ホーム

（ケアハウス・A型）

認知症対応型
共同生活介護
（グループホーム）

介護老人
福祉施設

（特別養護老人ホーム）

入所型の老人ホームには、利用者側と施設側とが直接「入所契約」を結び入所する施設と、
区役所が窓口となり入所者を決定する施設(養護老人ホーム)があります。

■ 高齢者向けの賃貸住宅
高齢者向けの賃貸住宅があります。ただし、入居後、介護が必要となったり、
在宅介護が困難になったりしたときには、福祉施設への住み替えなどが必要となります。

高齢者向けの住宅や施設などをご紹介します。詳しくは問い合わせ先にお尋ねください。

原則60歳以上

おおむね
65歳以上

おおむね
65歳以上

60歳以上

認知症があり
かつ

要支援2以上

原則
要介護3以上

高齢者の人が入居して、食事や介護の提供、
洗濯・掃除等の家事、健康管理などのサービ
スが受けられる施設。

老人デイサービスセンターに居住部門が併
設され、独立して生活するには不安のある高
齢者に対して、低料金で介護、住居、地域住民
との交流の場などを総合的に提供する施設。
(自炊も可能)

自炊ができない程度の身体機能の低下があ
るか、または高齢などのため独立して生活す
るには不安がある人で、家族による援助を受
けることが困難な低所得の高齢者が入所でき
る施設。

家庭環境上の問題があり、かつ経済的に困窮
しており、自宅において生活することが困難な
人が入所できる施設。（市の入所判定委員会
の判定を受ける必要有り。）

家庭的な環境の中で、認知症の症状のある方
が少人数で共同生活を送りながら、日常生活
の介助や機能訓練などを受けられる施設。

常に介護が必要で、自宅での介護が困難な方
が入所できる施設で、入浴・排せつ・食事・
日常生活の介助や機能訓練などを受けること
ができる施設。

高齢者向けの住まいにも、自立して暮らすときに安心して入居できる賃貸
住宅から、福祉サービスが受けられる施設までいろいろな種類があります。
それぞれの窓口にお気軽にお問い合わせくださいね。

介護保険の施設以外にも、高齢者向け賃貸住宅から
老人ホームまでいろいろな選択肢がありそうね。

介護が必要となった場合、訪問介
護などの介護サービスを利用し
ながら、施設での生活を継続する
ことが可能。

介護が必要となっても、施設が提
供する介護サービスを利用しな
がら、施設での生活を継続するこ
とが可能。

名　称 説　明 入居要件 問い合わせ先

住宅型

介護付

各区役所
保健福祉課
高齢者・障害者
相談係
（P36参照）

各区役所
保健福祉課
介護保険担当
（P36参照）

略称・正式名称 説　明 対　象 問い合わせ先

略称・正式名称 説　　明 問い合わせ先

すこやか
住宅改造助成

住宅改修
（介護保険サービス）

■ 自宅を改修したい

手すりや段差解消などの改修費用
を支給します。(P22参照)

バリアフリー仕様や、生活援助員を配置するなど、
高齢者の生活に配慮した市営住宅です。

バリアフリー構造で、介護・医療と連携し、安否確認や
生活相談など高齢者の安心を支えるサービスを提供
する民間賃貸住宅。高齢者単身およびその配偶者のほ
か、要支援・要介護認定を受けた人も入居が可能です。

バリアフリーなどの高齢者向け仕様で市が認定した
民間賃貸住宅。所得に応じて家賃補助が受けられる
場合もあります。

※特定施設入居者生活介護の指定を受けた住宅は、住宅が提供する
介護サービスを受けることができます。指定を受けていない住宅では、
訪問介護などの外部の介護サービスを利用することができます。

各区役所
保健福祉課
介護保険担当
（P36参照）

介護保険(住宅改修費)等の支給限
度額を超える部分等の改修費用を
助成します。

要支援・要介護の
認定を受けた人
所得要件：なし

要支援・要介護の
認定を受けた人
等が属する世帯
所得要件：あり

各区役所
保健福祉課
高齢者・障害者相談係
（P36参照）

（シルバーハウジング）

サービス付き
高齢者向け住宅

高齢者向け
市営住宅

※特定施設入居者生活介護の指定を受けた住宅は、住宅が提供する
介護サービスを受けることができます。指定を受けていない住宅では、
訪問介護などの外部の介護サービスを利用することができます。

北九州市住宅供給公社
管理第二課
☎093-531-3030
https://www.jkk-kitakyushu.jp/
shiei/

北九州市建築都市局
住宅計画課
☎093-582-2592

北九州市保健福祉局
介護保険課
☎093-582-2771
【登録情報の閲覧】
https://www.satsuki-jutaku.jp/

北九州市建築都市局
住宅計画課
☎093-582-2592
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/
北九州市トップページから
「高優賃」で検索してください。

高優賃
高齢者向け優良賃貸住宅
地域優良賃貸住宅（高齢者型）
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利用者負担を軽くする制度6

高額介護（予防）サービス費

　介護保険では、介護サービスを利用し、1カ月の利用者負担額（食費・居住費（滞在費）は除く）が下記
に示す上限を超えるとき、申請により超えた金額を、高額介護（予防）サービス費として支給する制度が
あります。※ただし、世帯に複数のサービス利用者がいる場合は、上限額の適用が異なります。

※ 「世帯」とは、住民票上の世帯で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、「個人」とは、介護サービスを利用したご本人
の負担の上限額を指します。
「課税年金収入額」及び「その他の合計所得金額」については、5頁の（ア）（イ）を参照してください。

対　象　者

・老齢福祉年金受給者
・本人の前年の「課税年金収入額」と「その他の合計所得金額」の合計金額が80万円以下の人

同一世帯内に前年の課税所得が380万円未満
（年収が約770万円未満）の65歳以上がいる世帯の人

同一世帯内に前年の課税所得が380万円以上690万円未満
（年収が約770万円以上約1,160万円未満）の65歳以上がいる世帯の人

同一世帯内に前年の課税所得が690万円以上
（年収が約1,160万円以上）の65歳以上がいる世帯の人

生活保護受給者

市民税
課税世帯

世帯全員が市民税非課税

15,000円（個人）

24,600円（世帯）

44,400円（世帯）

93,000円（世帯）

140,100円（世帯）

15,000円（個人）
24,600円（世帯）

利用者負担上限額
（月額）

食費・居住費（滞在費）の負担を軽くする制度
　市民税世帯非課税等で介護保険施設・ショートステイを利用している人の食費・居住費（滞在費）は、
申請により下記の額に軽減されます。

※ 「その他の合計所得金額」については、5頁の（イ）を参照してください。
※ 居住費（滞在費）の負担限度額は、居室の種類（多床室（相部屋）～ユニット型個室）によって異なります。
※ 食費は施設利用・ショートステイ利用で金額が異なります。
※ 上記以外の方は、施設との契約で定めた金額を支払います。

【利用者負担段階と負担限度額】

利 用 者
負担段階 預貯金等の資産要件

負担限度額（1カ月あたり）

・生活保護受給者等
・世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
　老齢福祉年金受給者

世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
本人の前年の「公的年金等収入額（非課税年金を含む）」と
「その他の合計所得金額」の合計金額が80万円以下の人

世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
本人の前年の「公的年金等収入額（非課税年金を含む）」と
「その他の合計所得金額」の合計金額が80万円超120万円以下の人

世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
本人の前年の「公的年金等収入額（非課税年金を含む）」と
「その他の合計所得金額」の合計金額が120万円超の人

第1段階

第2段階

第3段階①

第3段階②

単身1,000万円以下
夫婦2,000万円以下

単身650万円以下
夫婦1,650万円以下

単身550万円以下
夫婦1,550万円以下

食　費

約1万円

約2万1,000円～
約3万1,000円

約1万2,000円～
約1万9,000円

約4万1,000円～
約4万2,000円

居住費（滞在費）

0円～
約2万6,000円

約1万1,000円～
約2万6,000円

約1万1,000円～
約4万1,000円

約1万1,000円～
約4万1,000円

単身500万円以下
夫婦1,500万円以下

高額医療合算介護（予防）サービス費
　医療保険と介護保険の両方を利用して年間（8月から翌年7月）の自己負担額の合計が一定の限度額
を超えた場合、申請により超えた額が払い戻されます。

※　総合事業によるサービス（指定事業者によるサービスのみ）についても、高額医療合算介護（予防）サービス費に相当する事業があります。
※1 判定所得は、同一世帯の被保険者全ての基礎控除後の総所得金額等の合算額。
※2 低所得 I とは、同一世帯の世帯主及び国保被保険者が市民税非課税でかつ 各種収入から必要経費・控除（年金収入は80万円）を差し引いた
　　所得がすべて0円となる世帯の方にあたります。また、介護サービスの利用者が複数いる世帯については、介護保険から支給される高額医療
　　合算介護サービス費は低所得Ⅱの限度額で計算します。
※3 低所得 IIとは、同一世帯の世帯主及び国保被保険者が市民税非課税世帯の方にあたります。

【自己負担限度額（世帯の年間限度額）】

お問い合わせ お住まいの区の区役所国保年金課及び保健福祉課介護保険担当

国民健康保険
+ 介護保険

国民健康保険
+ 介護保険

後期高齢者医療制度
+ 介護保険

市民税
非課税世帯

判定所得(※1)
210万円以下

判定所得
210万円超 600万円以下

判定所得
600万円超 901万円以下

判定所得
901万円超

課税所得 145万円以上
(現役並みⅠ)

低所得Ⅱ(※3)

低所得Ⅰ(※2)

課税所得 380万円以上
(現役並みⅡ)

課税所得 690万円以上
(現役並みⅢ)

34万円

60万円

67万円

141万円

212万円

31万円

19万円

56万円

67万円

141万円

212万円

オ

エ

ウ

イ

ア

①低所得者

②一般（①③以外の人）

③現役並み
　所得者

所得区分
（後期高齢者医療加入者及び70～74歳）

所得区分
（70歳未満）

31万円

19万円

56万円

67万円

141万円

212万円

社会福祉法人による利用者負担の軽減
　介護サービスの提供を行う社会福祉法人（当該軽減を行う旨を市に申し出た法人に限る）が、市民税
世帯非課税の人のうち、収入や資産などが一定の要件を満たし、生計が困難な人に対して、利用者負担
の軽減を行います。

●夜間対応型訪問介護
●地域密着型介護老人福祉施設
　入所者生活介護
●地域密着型通所介護
●総合事業のうち、予防給付型の
　訪問・通所型サービス

●介護予防短期入所生活介護
●介護予防認知症対応型通所介護
●介護予防小規模多機能型居宅介護
●看護小規模多機能型居宅介護
●定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護

●介護老人福祉施設
●訪問介護
●通所介護
●短期入所生活介護
●認知症対応型通所介護
●小規模多機能型居宅介護

対象となる施設とサービス

軽減の対象者及び軽減内容

社会福祉法人のうち、軽減を行う旨を市に申し出た法人

その法人が行う下記の介護保険サービス
[食費・居住費（滞在費）・宿泊費も含む]

対象施設

対象サービス

対　象　者

老齢福祉年金受給者で一定の要件を満たす人等

収入が年150万円以下の人で一定の要件を満たす人

50%

25%

利用者負担軽減割合

※生活保護受給者については、個室の居住費（ショートステイの滞在費を含む）のみ、利用者負担額の全額が軽減対象となります。
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利用者負担を軽くする制度6

高額介護（予防）サービス費

　介護保険では、介護サービスを利用し、1カ月の利用者負担額（食費・居住費（滞在費）は除く）が下記
に示す上限を超えるとき、申請により超えた金額を、高額介護（予防）サービス費として支給する制度が
あります。※ただし、世帯に複数のサービス利用者がいる場合は、上限額の適用が異なります。

※ 「世帯」とは、住民票上の世帯で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、「個人」とは、介護サービスを利用したご本人
の負担の上限額を指します。
「課税年金収入額」及び「その他の合計所得金額」については、5頁の（ア）（イ）を参照してください。

対　象　者

・老齢福祉年金受給者
・本人の前年の「課税年金収入額」と「その他の合計所得金額」の合計金額が80万円以下の人

同一世帯内に前年の課税所得が380万円未満
（年収が約770万円未満）の65歳以上がいる世帯の人

同一世帯内に前年の課税所得が380万円以上690万円未満
（年収が約770万円以上約1,160万円未満）の65歳以上がいる世帯の人

同一世帯内に前年の課税所得が690万円以上
（年収が約1,160万円以上）の65歳以上がいる世帯の人

生活保護受給者

市民税
課税世帯

世帯全員が市民税非課税

15,000円（個人）

24,600円（世帯）

44,400円（世帯）

93,000円（世帯）

140,100円（世帯）

15,000円（個人）
24,600円（世帯）

利用者負担上限額
（月額）

食費・居住費（滞在費）の負担を軽くする制度
　市民税世帯非課税等で介護保険施設・ショートステイを利用している人の食費・居住費（滞在費）は、
申請により下記の額に軽減されます。

※ 「その他の合計所得金額」については、5頁の（イ）を参照してください。
※ 居住費（滞在費）の負担限度額は、居室の種類（多床室（相部屋）～ユニット型個室）によって異なります。
※ 食費は施設利用・ショートステイ利用で金額が異なります。
※ 上記以外の方は、施設との契約で定めた金額を支払います。

【利用者負担段階と負担限度額】

利 用 者
負担段階 預貯金等の資産要件

負担限度額（1カ月あたり）

・生活保護受給者等
・世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
　老齢福祉年金受給者

世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
本人の前年の「公的年金等収入額（非課税年金を含む）」と
「その他の合計所得金額」の合計金額が80万円以下の人

世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
本人の前年の「公的年金等収入額（非課税年金を含む）」と
「その他の合計所得金額」の合計金額が80万円超120万円以下の人

世帯全員が市民税非課税（別世帯にいる配偶者を含む）で、
本人の前年の「公的年金等収入額（非課税年金を含む）」と
「その他の合計所得金額」の合計金額が120万円超の人

第1段階

第2段階

第3段階①

第3段階②

単身1,000万円以下
夫婦2,000万円以下

単身650万円以下
夫婦1,650万円以下

単身550万円以下
夫婦1,550万円以下

食　費

約1万円

約2万1,000円～
約3万1,000円

約1万2,000円～
約1万9,000円

約4万1,000円～
約4万2,000円

居住費（滞在費）

0円～
約2万6,000円

約1万1,000円～
約2万6,000円

約1万1,000円～
約4万1,000円

約1万1,000円～
約4万1,000円

単身500万円以下
夫婦1,500万円以下

高額医療合算介護（予防）サービス費
　医療保険と介護保険の両方を利用して年間（8月から翌年7月）の自己負担額の合計が一定の限度額
を超えた場合、申請により超えた額が払い戻されます。

※　総合事業によるサービス（指定事業者によるサービスのみ）についても、高額医療合算介護（予防）サービス費に相当する事業があります。
※1 判定所得は、同一世帯の被保険者全ての基礎控除後の総所得金額等の合算額。
※2 低所得 I とは、同一世帯の世帯主及び国保被保険者が市民税非課税でかつ 各種収入から必要経費・控除（年金収入は80万円）を差し引いた
　　所得がすべて0円となる世帯の方にあたります。また、介護サービスの利用者が複数いる世帯については、介護保険から支給される高額医療
　　合算介護サービス費は低所得Ⅱの限度額で計算します。
※3 低所得 IIとは、同一世帯の世帯主及び国保被保険者が市民税非課税世帯の方にあたります。

【自己負担限度額（世帯の年間限度額）】

お問い合わせ お住まいの区の区役所国保年金課及び保健福祉課介護保険担当

国民健康保険
+ 介護保険

国民健康保険
+ 介護保険

後期高齢者医療制度
+ 介護保険

市民税
非課税世帯

判定所得(※1)
210万円以下

判定所得
210万円超 600万円以下

判定所得
600万円超 901万円以下

判定所得
901万円超

課税所得 145万円以上
(現役並みⅠ)

低所得Ⅱ(※3)

低所得Ⅰ(※2)

課税所得 380万円以上
(現役並みⅡ)

課税所得 690万円以上
(現役並みⅢ)

34万円

60万円

67万円

141万円

212万円

31万円

19万円

56万円

67万円

141万円

212万円

オ

エ

ウ

イ

ア

①低所得者

②一般（①③以外の人）

③現役並み
　所得者

所得区分
（後期高齢者医療加入者及び70～74歳）

所得区分
（70歳未満）

31万円

19万円

56万円

67万円

141万円

212万円

社会福祉法人による利用者負担の軽減
　介護サービスの提供を行う社会福祉法人（当該軽減を行う旨を市に申し出た法人に限る）が、市民税
世帯非課税の人のうち、収入や資産などが一定の要件を満たし、生計が困難な人に対して、利用者負担
の軽減を行います。

●夜間対応型訪問介護
●地域密着型介護老人福祉施設
　入所者生活介護
●地域密着型通所介護
●総合事業のうち、予防給付型の
　訪問・通所型サービス

●介護予防短期入所生活介護
●介護予防認知症対応型通所介護
●介護予防小規模多機能型居宅介護
●看護小規模多機能型居宅介護
●定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護

●介護老人福祉施設
●訪問介護
●通所介護
●短期入所生活介護
●認知症対応型通所介護
●小規模多機能型居宅介護

対象となる施設とサービス

軽減の対象者及び軽減内容

社会福祉法人のうち、軽減を行う旨を市に申し出た法人

その法人が行う下記の介護保険サービス
[食費・居住費（滞在費）・宿泊費も含む]

対象施設

対象サービス

対　象　者

老齢福祉年金受給者で一定の要件を満たす人等

収入が年150万円以下の人で一定の要件を満たす人

50%

25%

利用者負担軽減割合

※生活保護受給者については、個室の居住費（ショートステイの滞在費を含む）のみ、利用者負担額の全額が軽減対象となります。
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ひとり暮らし等を支援するサービス
栄養管理・改善が必要なひとり暮ら
しの高齢者等に対し、栄養のバラン
スの取れた食事を届けるとともに、
安否の確認を行います。

訪問給食サービス

【利用者負担】
1食500円、週5日（月~金）まで

3130

在宅で介護を支援するサービス

ひとり暮らしの高齢者や高齢夫婦のみの世帯の人などへの
サービスです。

お問い合わせ 各区役所保健福祉課
地域保健係

お問い合わせお申し込み

各地域包括支援センター
お住まいの区の
区役所高齢者・障害者相談係

高齢者を支える家族の
相談窓口（介護や認知症に
関すること）については、
P34をご覧ください。

介
護
保
険
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外
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ろ
い
ろ
な
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ー
ビ
ス

食生活改善推進員が中心となって、
ひとり暮らしの高齢者や夫婦のみ
の世帯の高齢者に、市民センター
などで食事を通したふれあいのひ
とときを提供します。

ふれあい昼食交流会

【利用者負担】
1回400円、おおむね月1回

急な発作等が予見される高齢者等の
自宅に緊急ボタンやセンサーを設置
し、火災や救急事案に迅速に対応する
ことで、利用者の安心を確保します。

あんしん通報システム

【利用者負担】
1か月につき1,705円（消費税含む）

お問い合わせ
北九州市社会福祉協議会
ボランティア・市民活動センター
☎093-881-0110

企業や市民のボランティアグループ
等が高齢世帯（65歳以上）および障
害者世帯に出向いて、簡単な大工
仕事や力仕事などを行います。

腕自慢おまかせサービス

原則要介護3以上の、市民税非課税
世帯の人で、排泄に介助や見守り
が必要な在宅の高齢者等に、おむ
つを給付します。

おむつ給付サービス

【利用者負担】
助成対象限度額（月額8,000円）
内で利用した額の1割

要支援または要介護の在宅で寝た
きりの高齢者等が使用している寝
具の丸洗いなどのサービスを行い
ます。

寝具洗濯乾燥消毒
サービス

【利用者負担】
利用料の1割
丸洗い 700円、乾燥消毒 300円

要支援または要介護の在宅で寝た
きりの高齢者等を訪問して理容・美
容サービスを行います。

訪問理美容サービス

【利用者負担】
理容（調髪のみ）    　 3,500円
美容（カット・ブロー） 3,500円

認知症の高齢者等がGPS専用端末
を持っておくことで、万一、所在不
明になったときに、家族などが位置
情報を探索できるサービスです。

認知症高齢者等位置
探索サービス

利用者負担額や探索料金の
詳細については、
随時お問い合わせください。

介護疲れでリフレッシュしたいとき
や買い物で外出したいときなど、認
知症高齢者等に関する知識を持っ
たサポーターが自宅を訪問し、高
齢者の見守りや話し相手をします。
（1日の利用は6時間以内です。）

高齢者見守り
サポータ一派遣

【利用者負担】
1時間30分 500円（交通費別途）

要介護4、5の高齢者を、介護保険
サービスを利用せずに、自宅で1年
以上介護している家族への慰労と
して、年額10万円を支給します。

家族介護慰労金支給

※要介護者・介護者それぞれが市民税
　非課税世帯であることなどの支給
　要件があります。

※別途、消費税及び地方消費税相当額
　を加算

在宅介護を支援するサービスや、要介護の認定を受けていなくても利用できるサービスなどがあ
ります。区役所の保健福祉課高齢者・障害者相談係などへお気軽にお問い合わせください。
（費用は令和5年5月時点）

介護保険以外のいろいろなサービス7
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利用料の支払いでお困りの人へ
●　災害など特別な理由で、利用料の支払いが困難な人には、負担を軽くする制度があります。
●　決められた利用料や保険料を支払うと、著しく日常生活が困窮するような場合（境界層該当）には、負担を
　　軽くする制度があります。

課税世帯における特例減額措置
　市民税世帯課税の高齢者夫婦等で、一方が施設に入所したような場合に、在宅で生活する配偶者等が生計
困難に陥らないよう、以下の要件にすべて該当する人は、申請により居住費、食費の負担を軽減する制度が
あります。※ただしショートステイについては適用されません。

・市民税課税者がいる高齢者夫婦等の世帯
・世帯の年間収入から施設の利用者負担等の見込額を差し引いた額が80万円以下
・世帯の預貯金等の額が450万円以下
・日常生活に供する以外に活用できる資産がない
・介護保険料の滞納がない

要

　件

お住まいの区の区役所保健福祉課介護保険担当ヘ（P36参照）お問い合わせ
お申し込み

●　「とびうめ＠きたきゅう」は、登録された方が受けた医療・介護・健診の情報の一部を、ネットワークを通じて
　　医療機関などで共有（福岡県医師会の運用する「とびうめネット」を活用）することにより、適切で迅速な医
　　療の提供とスムーズな入退院支援を情報面から支える取組です。これにより、登録された方の医療・介護・
　　健診の情報が、「とびうめ＠きたきゅう」に参加する医療機関などで24時間いつでも確認でき、例えば、

　（1）緊急時に、登録した方の医療・介護・健診の情報が医療機関などに
　　  きちんと伝わることにより適切で迅速な治療につながる
　（2）病院、かかりつけ医、ケアマネジャーなどが連携して、
　　  退院に向けての丁寧なサポートを受けられる
　　  などのメリットがあります。
　　  ※ご不明な点やご登録に関するご相談などは、
　　　下記のお問い合わせ先までお気軽にご連絡ください。

●　「とびうめ＠きたきゅう」で共有される情報
　  1. 氏名・住所・生年月日・性別・緊急時の連絡先
　  2. 今まで診療を受けた医療機関名、処方された薬などの情報
　  3. 要介護度やケアマネジャーの事業所などの介護情報
　  4. 特定健診（メタボ健診）などの情報
　  5. その他、円滑な医療・介護サービスのために共有が必要な情報
　　  ※一度登録された医療・介護・健診の情報は基本的に自動で更新されます。

●　対象者は、北九州市民の方　（持病の有無や、年齢は関係ありません）
●　費用（自己負担額）は、無料
●　登録申出書の受取、提出ができる場所は、各区役所の介護保険担当窓口・地域包括支援センター、社会福祉
　　協議会、市民センター、かかりつけ医、居宅介護支援事業所、各在宅医療・介護連携支援センターなど

お問い合わせ 保健福祉局地域医療課 ☎ 093-582-2678

「とびうめ＠きたきゅう」への登録について

詳しくはこちら
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